






















































































































































































































































































挙年齢が 21 歳から 18 歳に引き下げられたが、成人年齢は 1974 年まで引き続き 21 歳だった。そのこ

























































































 14 歳未満の子どもは法的責任能力がなく、18 歳未満の青尐年は常に、21 歳未満の年長尐年は裁判官
の判断によって〔通常の刑法より〕穏やかな尐年刑法に従って裁かれる、という事実が残る。さて、こ
こでは二つの異なった事情を区別すべきである。つまり、一つの法に服することと法律違反のために刑
罰を科せられることである。また、議員の不逮捕特権は議員を刑事訴追から守るが、だからといってこ
の特権に基づいて法律に違反することが認可される、つまり現行法を守る義務から免除されるわけでは
ないことは明らかである。そうすると、選挙権における年齢制限を支持する人々は、相互性の議論を選
挙権と法的責任能力の説得力のある関係によって基礎づけなければならない。しかし、そのような形式
的な関係を確立できるような議論のうち、選挙権と法的拘束力との関係を示すものほど強力なものは、
見当たらない。おとなも、場合によっては、責任能力が低いと見なされたり、無いと見なされたりする
が、通常の場合、それに基づいて選挙権に関する結論を導き出すことはない。 
 刑法と選挙権との間に何らかの関係があるという考えの背後には、おそらく、選挙権の正当化と法的
責任能力という人為的な特性との間には説得力のあるつながりがあるはずだ、というのとは別の考えが
ある。むしろその考えは、刑法を年齢制限と結びつけて理解することを支持する理由は、選挙権を年齢
制限と結びつけて考えることを支持するのと同じか尐なくとも類似した理由だというものである。そし
て、この理由は人為的ではなく自然的な特性であって、年齢と強い関係にあるものではなく、緩い関係
にあるものであり、責任意識、人格の成熟、判断能力などの決まり文句で言い表される。したがって、
選挙権における年齢制限の支持者は、自然的特性を視野に入れ、年齢制限を緩い関係を使って正当化し
なければならない。その際、まさに年齢制限を支持する理由が刑法と選挙権との両方においてものを言
うがゆえに、刑法と選挙権との間に関係があることが明らかになるだろう。しかし、刑法における年齢
制限は正当化されるが、選挙権においては正当化されないことが明らかになるだろう。 
 
五 緩い関係：政治的判断能力 
 
 われわれは、選挙権からの除外を支持する説得力のある理由となるような、年齢と強い関係にある特
性を確認することができなかった。したがって、年齢制限を支持する人々は、年齢と緩く関係する特性
を指摘しなければならない。それはどんな特性だろうか。一般に、子どもの選挙権に反対するために以
下のような考察が考慮に入れられてきた。子どもは、選挙するのに必要な成熟を欠いている。子どもは、
他人に影響されやすすぎる。子どもは、議会制民主主義の複雑なプロセスをまだ理解していない。子ど
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もは、自分の決定がどのような結果を生じるか予見できない。子どもは政治より他のことで頭がいっぱ
いである。子どもの考えは思慮に欠け大きく揺れ動く。このような発言が厳密には何を言おうとしてい
るのか、議論においてどんな意味をもつのかは、不明なままであることが多い。しかし、それは一つの
直観を言い当てている。その直観は、選挙権の年齢制限を支持する人々が引き合いに出すことができ、
次のようにまとめると最もよくわかるものである。子どもには選挙に参加するための政治的判断能力が
不足している。 
 さて、政治的判断能力は、強いしかたで年齢と関係する特性ではないから、この特性を用いてどのよ
うに選挙権における年齢制限を支持する議論ができるのかは、容易に見えてこない。そのような議論は、
いつも、政治的判断力の不足は選挙権を与えないでおくための説得力のある根拠だ、という仮定に依拠
している。第二に、子どもはある年齢までは政治的判断能力が不足しているという統計的な仮定から、
選挙権における年齢制限を支持する説得力のある理由がある、という結果に至らざるをえないのかもし
れない。以下で私は、まず、政治的判断力の不足は選挙権を与えないでおく説得力のある理由だ、とい
う前提を疑問に付す。その際、事実存在する判断能力を、私がここで検討する潜在的な判断能力から区
別することが重要である。判断能力は、そもそも規準となることができるとすれば、ただ潜在的な意味
でのみ規準となることができる、ということを示したい。しかし、それに引き続き、政治的判断能力に
かんする議論は、第一の前提のもっともらしい解釈があるとしても、決定的なものではないことを示し
たい。 
 視線をいったん子どもからおとなの選挙民に向けてみると、政治的判断能力の不足を誰かに選挙権を
与えないでおく説得力のある理由と見なされると想定する理由はない。多くのおとなが十分な情報もな
いまま選挙に行ったり、政治的無関心から選挙にまったく関与しなかったりする。尐なからぬ人が、政
治的判断力とはまったく関係のない宣伝、空虚な公約、その他の要因に影響される。考えが揺れ動く人
もいれば日和見する人もいる。多くの有権者が、議会制民主主義の複雑な事情を深く理解しておらず、
自分の決定がどのような結果を生むかについてたいして考えていないのではないか、と懸念される。次
のように述べるジョン・ホールトにまったく賛成である。「無知、誤った情報、無分別がどの程度であろ
うと、おとなから選挙権を奪ってはならない。」 
